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(57) Abstract: Disclosed i s a solar cell (8) which i s provided with a substrate (1), first electrodes (6, 7), which are provided on
one surface of the substrate (1), and first film layers (66, 67), which cover the surfaces of the first electrodes (6, 7). The first film
layers (66, 67) are composed of a material that does not easily generate ion migration compared with the metal material that con
stitutes the first electrodes (o, /). Also disclosed are a solar cell provided with wiring, a solar cell module, and a method for manu
facturing the solar cell provided with the wiring.

(57) 要 約 ： 基 板 （1 ) と、基 板 （1 ) の 一 方 の 面側 に設 け られ た第 1 の 電 極 （6 , 7 ) と、 第 1 の 電極
( 6 , 7 ) の 表 面 を覆 う第 1 の被 覆 層 （6 6 , 6 7 ) と、 を備 え、第 1 の被 覆 層 （6 6 , 6 7 ) は 第 1

の 電極 （6 , 7 ) を構 成 す る金 属 材 料 よ りもイ オ ンマ イ グ レー シ ョンが起 こ り難 い材 料 か らな る太 陽 電
池 セ ル （8 ) 、配 線 付 き太 陽 電 池 セ ル 、太 陽電 池 モ ジ ュー ル お よび配 線 付 き太 陽電 池 セ ル の 製 造 方 法 で
める。



明 細 書

発明の名称 ：

太陽電池セル、配線付き太陽電池セル、太陽電池モジュールおよび配線付

き太陽電池セルの製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽電池セル、配線付き太陽電池セル、太陽電池モジュールお

よび配線付き太陽電池セルの製造方法に関する。

背景技術

[0002] 近年、エネルギ資源の枯渴の問題や大気中のC 0 2の増加のような地球環境

問題などからクリーンなエネルギの開発が望まれており、特に太陽電池セル

を用いた太陽光発電が新 しいエネルギ源として開発、実用化され、発展の道

を歩んでいる。

[0003] 太陽電池セルは、従来から、たとえば単結晶または多結晶のシ リコン基板

の受光面にシリコン基板の導電型と反対の導電型となる不純物を拡散するこ

とによって p n 接合を形成 し、シ リコン基板の受光面と受光面の反対側の裏

面にそれぞれ電極を形成 して製造された両面電極型太陽電池セルが主流とな

つている。また、両面電極型太陽電池セルにおいては、シリコン基板の裏面

にシリコン基板と同じ導電型の不純物を高濃度で拡散することによって、裏

面電界効果による高出力化を図ることも一般的となっている。

[0004] また、シ リコン基板の受光面に電極を形成せず、シ リコン基板の裏面のみ

に n 電極および p 電極を形成 した裏面電極型太陽電池セル （たとえば特許文

献 1 (特開 2 0 0 6 — 3 3 2 2 7 3 号公報）参照）についても研究開発が進

められている。このような裏面電極型太陽電池セルにおいては、シリコン基

板の受光面に入射光を遮る電極の形成が不要になることから、太陽電池セル

の変換効率の向上が期待されている。また、上記の裏面電極型太陽電池セル

の電極を配線シ一 卜の配線に接続 してなる配線シ一 卜付き太陽電池セルの技

術開発も進められている。



先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 6 _ 3 3 2 2 7 3 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0006] 裏面電極型太陽電池セルの電極や配線シー トの配線には、通常、金属材料

が使用されるが、金属材料は電界によってイオン化 した金属材料が電界方向

に沿って析出するというイオンマイグレーションの性質を有 している。この

イオンマイグレーションの発生のしゃすさは、周囲の温度および湿度が同一

の場合には、金属材料の種類と、電界の電界強度とに依存 している。

[0007] また、 p 電極と n 電極との間の電極間ピッチと、変換効率との間には密接

な関係があることもわかってきており、電極間ピッチが狭いほど変換効率が

高くなる傾向にある。一方、電極間ピッチを狭くした場合には、電極間に発

生する電界の電界強度が大きくなるため、イオンマイグレーシヨンが促進さ

れて、イオンマイグレーションにより析出した金属イオンから形成された針

状物質で電極間が短絡すること等によって、変換効率が低下するおそれがあ

る。

[0008] 上記の事情に鑑みて、本発明の目的は、イオンマイグレーションに起因す

る特性の低下を安定して抑制することができる太陽電池セル、配線付き太陽

電池セル、太陽電池モジュールぉよび配線付き太陽電池セルの製造方法を提

供することにある。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明は、基板と、基板の一方の面側に設けられた第 1 の電極と、第 1 の

電極の表面を覆う第 1 の被覆層と、を備え、第 1 の被覆層は第 1 の電極を構

成する金属材料よりもイオンマイグレーションが起こり難い材料からなる太

陽電池セルである。

[001 0] ここで、本発明の太陽電池セルにおいては、第 1 の被覆層が導電性材料か



らなることが好ましい。

[001 1] また、本発明の太陽電池セルにおいて、太陽電池セルは裏面電極型太陽電

池セルであることが好ましい。

[001 2] また、本発明の太陽電池セルにおいては、基板の一方の面側に設けられた

第 2 の電極 と第 2 の電極の表面を覆う第 2 の被覆層とをさらに備え、第 2 の

電極は第 1 の電極 とは異なる極性の電極であり、第 2 の被覆層は第 2 の電極

を構成する金属材料よりもイオンマイグレーションが起こり難い材料からな

ることが好ましい。

[001 3] また、本発明の太陽電池セルにおいては、第 2 の被覆層が導電性材料から

なることが好ましい。

[0014] また、本発明は、基板と、基板の一方の面側に設けられた第 1 の電極 とを

備えた太陽電池セルと、第 1 の電極に電気的に接続されている第 1 の配線部

材と、第 1 の電極の表面の少なくとも一部を覆う第 1 の被覆層と、を備え、

第 1 の被覆層は、第 1 の電極を構成する金属材料よりもイオンマイグレーシ

ョンが起こり難い材料からなり、第 1 の配線部材の幅が第 1 の電極の幅より

も広い配線付き太陽電池セルである。

[001 5] また、本発明は、基板と、基板の一方の面側に設けられた第 1 の電極 と、

基板の一方の面側に設けられた、第 1 の電極 とは異なる極性の第 2 の電極 と

、を備えた太陽電池セルと、第 1 の電極に電気的に接続されている第 1 の配

線部材と、第 2 の電極に電気的に接続されている第 2 の配線部材と、第 1 の

電極の表面の少なくとも一部を覆う第 1 の被覆層と、第 2 の電極の表面の少

なくとも一部を覆う第 2 の被覆層と、を備え、第 1 の被覆層は、第 1 の電極

を構成する金属材料よりもイオンマイグレーションが起こり難い材料からな

り、第 2 の被覆層は、第 2 の電極を構成する金属材料よりもイオンマイダレ

—ションが起こり難い材料からなり、第 1 の配線部材の幅は第 1 の電極の幅

よりも広 く、第 2 の配線部材の幅は第 2 の電極の幅よりも広い配線付き太陽

電池セルである。ここで、第 1 の電極 と第 2 の電極 とが隣り合って配置され

ており、第 1 の被覆層が、第 1 の電極の第 2 の電極 と隣り合う側の表面の少



な くとも一部 を覆 っていることが好 ま しい。 また、第 1 の配線部材 と第 2 の

配線部材 とが隣 り合 って配置 されてお り、第 1 の被覆層 は、第 1 の電極 に接

続 している第 1 の配線部材の表面の第 2 の配線部材 と隣 り合 う側 の端部 にお

ける角部 の少な くとも一部 を覆 っていることが好 ま しい。

[001 6] また、本発明は、上記のいずれかに記載 の配線付 き太陽電池セル を含む太

陽電池 モジュールである。

[001 7] さ らに、本発明は、基板 の一方の面側 に電極 が配置 されている太陽電池セ

ル と配線部材 とを備 えた配線付 き太陽電池セル を製造する方法であ って、電

極 および配線部材の少な くとも一方 に電極 を構成 する金属材料 よ りもイオ ン

マイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料か らなる被覆部材 を設置する工程 と、被

覆部材 を加熱 して溶融 させた後 に固化することによって形成 された被覆層で

電極 の表面 を覆 うとともに電極 と配線部材 とを電気的に接続 する工程 と、 を

含む、配線付 き太陽電池セルの製造方法である。

[001 8] また、本発明の配線付 き太陽電池セルの製造方法 において、被覆部材 は、

電極 を構成 する金属材料 および配線部材の融点 よ りも低 い融点 を有 するろう

材 または導電性接着材か らなることが好 ま しい。

[001 9] また、本発明の配線付 き太陽電池セルの製造方法 において、配線部材の幅

は電極 の幅 よ りも広 い ことが好 ま しい。

発明の効果

[0020] 本発 明によれば、 イオ ンマイグ レーシ ョンに起因する特性 の低下 を安定 し

て抑制 することがで きる太陽電池セル、配線付 き太陽電池セル、太陽電池 モ

ジュール および配線付 き太陽電池セルの製造方法 を提供 することがで きる。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図 1] 実施 の形態 1 の太陽電池セルの模式的な断面図である。

[ 図2] 様 々な種類 の材料のイオ ンマイグ レーシ ョン感受性 の相対値 を示す図で

ある。

[ 図3] ( a ) 〜 ( e ) は、実施 の形態 1 の太陽電池セルの製造方法の一例 につ

いて図解 する模式的な断面図である。



[ 図4] ( a ) および （b ) は、実施の形態2 の配線付き太陽電池セルの製造方

法の一例を図解する模式的な断面図である。

[図5]実施の形態2 の太陽電池モジュールの模式的な断面図である。

[図6]実施の形態2 の配線付き太陽電池セルの変形例の模式的な断面図である

[図7]実施の形態2 の太陽電池モジュールの変形例の模式的な断面図である。

[図8] ( a ) 〜 ( d ) は、配線シートの製造方法の一例について図解する模式

的な断面図である。

[図9]実施の形態2 の配線付き太陽電池セルのさらに他の変形例の模式的な断

面図である。

[図10]実施の形態2 の太陽電池モジュールのさらに他の変形例の模式的な断

面図である。

[図11]実施の形態3 の配線付き太陽電池セルの模式的な断面図である。

[図12]実施の形態3 の太陽電池モジュールの模式的な断面図である。

[図13]実施の形態3 の配線付き太陽電池セルの変形例の模式的な断面図であ

る。

[図14]実施の形態3 の太陽電池モジュールの変形例の模式的な断面図である

発明を実施するための形態
[0022] 以下、本発明の実施の形態について説明する。なお、本発明の図面におい

て、同一の参照符号は、同一部分または相当部分を表わすものとする。

[0023] < 実施の形態 1 >

図 1 に、本発明の太陽電池セルの一例である実施の形態 1の太陽電池セル

の模式的な断面図を示す。ここで、実施の形態 1の太陽電池セルは、図 1 に

示すように、基板 1の一方の面側に互いに異なる極性 （負極、正極）となる

n型用電極 6 および p型用電極 7 がそれぞれ設けられた裏面電極型太陽電池

セルである。

[0024] 図 1 に示す太陽電池セル 8 は、基板 1 と、基板 1の一方の面 （裏面）側に



形成された n 型不純物拡散領域 2 および p 型不純物拡散領域 3 と、 n 型不純

物拡散領域 2 に接するようにして形成された n 型用電極 6 と、 p 型不純物拡

散領域 3 に接するようにして形成された p 型用電極 7 とを有 している。

[0025] n 型不純物拡散領域 2 および p 型不純物拡散領域 3 はそれぞれ図 1 の紙面

の表面側および/ または裏面側に伸びる帯状に形成されており、 n 型不純物

拡散領域 2 と p 型不純物拡散領域 3 とは基板 1 の裏面において所定の間隔を

あけて配置されている。

[0026] n 型用電極 6 および p 型用電極 7 もそれぞれ図 1 の紙面の表面側および/

または裏面側に伸びる帯状に形成されており、 n 型用電極 6 および p 型用電

極 7 はそれぞれ n 型不純物拡散領域 2 および p 型不純物拡散領域 3 に沿つて

形成されている。

[0027] n 型用電極 6 の表面は被覆層 6 6 によって覆われており、 p 型用電極 7 の

表面は被覆層 6 7 によって覆われている。ここで、被覆層 6 6 が n 型用電極

6 を構成する金属材料よりもイオンマイグレーションが起こり難い材料から

構成されるとともに、被覆層 6 7 が p 型用電極 7 を構成する金属材料よりも

イオンマイグレーシヨンが起こり難い材料から構成されている。

[0028] 基板 1 の受光面にはテクスチャ構造などの凹凸構造が形成されており、そ

の凹凸構造を覆うようにして反射防止膜 5 が形成されている。基板 1 の裏面

には、たとえば、パッシベ一シヨン膜などが形成されていてもよい。

[0029] 実施の形態 1 の太陽電池セルにおいては、 n 型用電極 6 の表面が n 型用電

極 6 を構成する金属材料よりもイオンマイグレーションが起こり難い材料か

ら構成された被覆層 6 6 によって覆われており、 p 型用電極 7 の表面が p 型

用電極 7 を構成する金属材料よりもイオンマイグレーションが起こり難い材

料から構成された被覆層 6 7 によって覆われている。これにより、 n 型用電

極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれの表面からイオンマイグレーションに起

因 して生成される針状物質による n 型用電極 6 と p 型用電極 7 との間の電気

的な短絡の発生等による太陽電池セルの特性の低下を抑制することができる



[0030] なお、被覆層 6 6 は n 型用電極 6 の表面の少な くとも一部 を覆 っていれば

よ く、被覆層 6 7 は p 型用電極 7 の表面の少な くとも一部 を覆 っていればよ

いが、イオ ンマイグレーシ ョンに起因する太陽電池セルの特性の低下を安定

して抑制する観点か らは、被覆層 6 6 が n 型用電極 6 の表面全面を覆 ってい

るとともに被覆層 6 7 が p 型用電極 7 の表面全面を覆 っていることが好ま し

い。

[0031 ] 被覆層 6 6 および被覆層 6 7 はそれぞれ導電性材料か らなることが好ま し

し、。被覆層 6 6 および被覆層 6 7 が導電性材料か らなる場合には、 n 型用電

極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれの表面が同電位の導電性材料か らなる被

覆層 6 6 および被覆層 6 7 で覆われることによって、 n 型用電極 6 および p

型用電極 7 のそれぞれの表面に電界が発生するのを抑制することができる。

これにより、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれか らイオ ンマイグ

レ一シ ヨンによって金属イオ ンが析出するのを抑制することができるため、

イオ ンマイグレーシ ヨンに起因する太陽電池セルの特性の低下を安定 して抑

制することができる。

[0032] 被覆層 6 6 および被覆層 6 7 はそれぞれ絶縁性材料か らなっていてもよい

。ただ し、被覆層 6 6 および被覆層 6 7 が絶縁性材料か らなる場合には、 n

型用電極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれか らイオ ンマイグレーシ ョンによ

つて析出される金属イオ ンが被覆層 6 6 および被覆層 6 7 に侵入するのを抑

制することができる材料であることが好ま しい。 これにより、 n 型用電極 6

および P型用電極 7 のそれぞれか らイオ ンマイグレーシ ョンによって析出 し

た金属イオ ンの被覆層 6 6 および被覆層 6 7 への侵入を被覆層 6 6 および被

覆層 6 7 で止めることができるため、イオ ンマイグレーシ ョンに起因する太

陽電池セルの特性の低下を安定 して抑制することができる。なお、イオ ンマ

ィグレーシ ヨンによって析出される金属イオ ンの侵入を抑制することができ

る材料 と しては、たとえばハ ロゲンイオ ンの含有率が低い材料などを挙げる

ことができる。

[0033] 図 2 に、様 々な種類の材料のイオ ンマイグレーシ ョン感受性の相対値 を示



す。図 2 は銀 （So d Ag(fo i L) ) のイオンマイグレーション感受性を 1 0 0

としたときの様々な種類の金属材料のイオンマイグレーション感受性の相対

値を示す図である。図 2 の縦軸に様々な種類の材料を示 し、図 2 の横軸が縦

軸のそれぞれの材料のイオンマイグレーション感受性の相対値を示 している

。なお、図 2 は、 （社）腐食防食協会編 「腐食センタ一ニュース N o . 0

1 7 」 （1 9 9 8 年 9 月 1 日）の第 3 頁の記載に基づくものである。また、

図 2 の横軸は対数軸となっている。

[0034] たとえば、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 がそれぞれ銀からなる場合に

は、図 2 に示すように、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 を構成する金属材

料のイオンマイグレーション感受性の相対値は 1 0 0 となる。この場合には

、被覆層 6 6 および被覆層 6 7 を構成する材料としては、たとえば、イオン

マイグレーション感受性の相対値が 1 0 0 よりも低い材料 （図 2 参照）を用

いることができる。

[0035] 以下、図 3 ( a ) 〜図 3 ( e ) の模式的断面図を参照 して、実施の形態 1

の太陽電池セルの製造方法の一例について説明する。

[0036] まず、図 3 ( a ) に示すように、たとえばインゴットからスライスするこ

となどによって、基板 1 の表面にスライスダメージ 1 a が形成された基板 1

を用意する。ここで、基板 1 としては、たとえば、 n 型または p 型のいずれ

かの導電型を有する多結晶シリコンまたは単結晶シリコンなどのシリコン基

板を用いることができる。

[0037] 次に、図 3 ( b ) に示すように、基板 1 の表面のスライスダメージ 1 a を

除去する。ここで、スライスダメージ 1 a の除去は、たとえば基板 1 が上記

のシリコン基板からなる場合には、上記のスライス後のシリコン基板の表面

をフッ化水素水溶液と硝酸との混酸または水酸化ナ 卜リゥ厶などのアル力リ

水溶液などでェッチングすることなどによって行なうことができる。スライ

スダメージ 1 a の除去後の基板 1 の大きさおよび形状も特に限定されないが

、たとえば厚さが 1 0 0 m 以上 5 0 0 m 以下の基板 1 を用いることがで

きる。



[0038] 次 に、 図 3 ( c ) に示 す よ うに、基板 1 の裏面 に、 n 型不純物拡散領域 2

お よび P 型不純物拡散領域 3 をそれ ぞれ形成 す る。 ここで、 n 型不純物拡散

領域 2 は、 た とえば、 n 型不純物 を含 む ガスを用 いた気相拡散 または n 型不

純物 を含 むペ ース トを塗布 した後 に熱処理 す る塗布拡散 な どの方法 によ り形

成 す る ことがで きる。 また、 P 型不純物拡散領域 3 は、 た とえば、 p 型不純

物 を含 む ガスを用 いた気相拡散 または p 型不純物 を含 むペ ース トを塗布 した

後 に熱処理 す る塗布拡散 な どの方法 によ り形成 す る ことがで きる。

[0039] n 型 不純物 を含 む ガス と しては、 た とえば P O C I 3の よ うな リンな どの n

型不純物 を含 む ガスを用 いる ことがで き、 p 型不純物 を含 む ガス と しては、

た とえば B B r 3の よ うなボ ロンな どの p 型不純物 を含 む ガスを用 いる ことが

で きる。

[0040] n 型 不純物拡散領域 2 は、 n 型不純物 を含み、 n 型 の導 電型 を示 す領域 で

あれ ば特 に限定 されない。 n 型不純物 と しては、 た とえば リンな どを用 いる

ことがで きる。

[0041 ] p 型 不純物拡散領域 3 は、 p 型不純物 を含み、 p 型 の導 電型 を示 す領域 で

あれ ば特 に限定 されない。 p 型不純物 と しては、 た とえばボ ロンおよび / ま

た はアル ミニ ウムな どを用 いる ことがで きる。

[0042] n 型 不純物拡散領域 2 お よび p 型不純物拡散領域 3 をそれ ぞれ形成 した後

の基板 1 の裏面 にパ ッシベ 一 シ ョン膜 を形成 して もよい。パ ッシベ 一 シ ョン

膜 は、 た とえば、熱酸化法 または プラズマ C V D (Chem i ca l Vapor Depos i

t i on) 法 な どの方法 によ り、 た とえば、窒化 シ リコ ン膜、酸化 シ リコ ン膜、

または窒化 シ リコン膜 と酸化 シ リコン膜 との積層体 を形成 す る ことによ って

作製 す る ことがで きる。パ ッシベ 一シ ヨン膜 の厚 み は、 た とえば 0 . 0 5

m 以上 1 m 以 下 とす る ことがで きる。

[0043] 次 に、 図 3 ( d ) に示 す よ うに、基板 1 の受光面 の全面 にテ クスチ ャ構造

な どの凹凸構造 を形成 した後 に、 その凹凸構造上 に反射 防止膜 5 を形成 す る

[0044] こ こで、 テ クスチ ャ構造 は、 た とえば、基板 1 の受光面 をエ ッチ ングす る



ことにより形成することができる。たとえば、基板 1 がシリコン基板である

場合には、たとえば水酸化ナ 卜リゥ厶または水酸化力リゥ厶などのアル力リ

水溶液にイソプロピルアルコールを添加 した液をたとえば 7 0 °C以上 8 0 °C

以下に加熱 したエツチング液を用いて基板 1 の受光面をエッチングすること

によって形成することができる。

[0045] 反射防止膜 5 は、たとえばプラズマC V D法などにより形成することがで

きる。反射防止膜 5 としては、たとえば、窒化シリコン膜などを用いること

ができるが、これに限定されるものではない。

[0046] 基板 1 の裏面にパッシベ一シヨン膜を形成 した場合には、基板 1 の裏面の

パッシベ—シヨン膜の—部を除去することによって n 型不純物拡散領域 2 の

表面の少なくとも一部および p 型不純物拡散領域 3 の表面の少なくとも一部

をそれぞれ露出させるコンタク トホールを形成 してもよい。

[0047] コンタク トホールは、たとえば、フォ トリソグラフィ技術を用いてコンタ

ク 卜ホールの形成箇所に対応する部分に開口を有するレジス 卜パターンをパ

ッシベ一シヨン膜上に形成 した後にレジス 卜パターンの開口からパッシベ一

シヨン膜をエッチングなどにより除去する方法、またはコンタク 卜ホールの

形成箇所に対応するパッシベ一シヨン膜の部分にエッチングペース トを塗布

した後に加熱することによってパッシベ一シヨン膜をエッチングして除去す

る方法などにより形成することができる。

[0048] 次に、図 3 ( e ) に示すように、半導体基板 1 の裏面の n 型不純物拡散領

域 2 に接する n 型用電極 6 を形成するとともに、 p 型不純物拡散領域 3 に接

する P型用電極 7 を形成する。

[0049] n 型用電極 6 および p 型用電極 7 はそれぞれ、たとえば、銀ペース トを n

型不純物拡散領域 2 および p 型不純物拡散領域 3 のそれぞれに接するように

塗布 した後に銀ペース 卜を焼成することによって形成することができる。こ

れにより、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 をそれぞれ、少なくともその表

面に銀を含む電極とすることができる。なお、 n 型用電極 6 および p 型用電

極 7 はそれぞれ少なくともその表面に銀を含む電極でなくてもよいことは言



うまでもない。

[0050] その後、 n 型用電極 6 の表面 に被覆層 6 6 を形成 するとともに、 p 型用電

極 7 の表面 に被覆層 6 7 を形成 する。被覆層 6 6 および被覆層 6 7 の形成方

法 は特 に限定 されず、 n 型用電極 6 の表面の少な くとも一部 および p 型用電

極 7 の表面の少な くとも一部 を覆 うことがで きる方法であれば特 に限定 され

ない。以上 によ り、実施 の形態 1 の太陽電池セル を製造することがで きる。

[0051 ] なお、本発明における裏面電極型太陽電池セルの概念 には、上述 した基板

の一方の面側 （裏面側）のみ に n 型用電極 および p 型用電極 の双方が形成 さ

れた構成 のものだけでな く、 M W T (Meta L Wrap Through) セル （基板 に

設 け られた貫通孔 に電極 の一部 を配置 した構成 の太陽電池セル）な どのいわ

ゆるバ ックコンタク 卜型太陽電池セル （太陽電池セルの受光面側 と反対側 の

裏面側 か ら電流 を取 り出す構造の太陽電池セル）のすべてが含 まれ る。

[0052] < 実施 の形態 2 >

実施 の形態 2 の配線付 き太陽電池セル は、実施 の形態 1 の太陽電池セル 8

の複数 が配線部材 によって電気的に接続 されていることを特徴 と している。

[0053] 以下、 図 4 ( a ) および図 4 ( b ) の模 式的断面図を参照 して、実施 の形

態 2 の配線付 き太陽電池セルの製造方法の一例 について説明する。 まず、 図

4 ( a ) に示 すように、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 のそ

れぞれの表面上方 に、実施 の形態 1 の太陽電池セル 8 を配置する。 ここで、

実施 の形態 1 の太陽電池セル 8 は、 n 型用配線部材 1 2 の表面上方 に n 型用

電極 6 が位置 し、 p 型用配線部材 1 3 の表面上方 に p 型用電極 7 が位置する

ように配置 され る。

[0054] n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 はそれぞれ導電性材料か ら

なる配線部材であれば特 に限定 されないが、 n 型用配線部材 1 2 および p 型

用配線部材 1 3 を構成 する導電性材料 はそれぞれ n 型用電極 6 および p 型用

電極 7 を構成 する金属材料 よ りもイオ ンマイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料

であることが好 ま しい。 た とえば、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 を構成

する金属材料が銀 である場合 には、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部



材 1 3 としてはそれぞれ銀よりもイオンマイグレーシヨン感受性が低い銅な

どを好適に用いることができる （図 2 参照）。

[0055] また、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 の形状は、 n 型用配

線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 がそれぞれ n 型用電極 6 および p 型用

電極 7 と電気的に接続できる形状であれば特に限定されないが、たとえば後

述のように n 型用配線部材 1 2 の幅 D 1 が n 型用電極 6 の幅 d 1 よりも広 く

、かつ P型用配線部材 1 3 の幅 D 2 が p 型用電極 7 の幅 d 2 よりも広い形状

となっていることが好ましい。

[0056] n 型用電極 6 および p 型用電極 7 がそれぞれ複数存在する場合には、 n 型

用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 もこれらの電極に対応する形状で

それぞれ複数存在 していてもよい。また、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用

配線部材 1 3 は、複数の n 型用配線部材 1 2 同士を電気的に接続する配線部

材および複数の P型用配線部材 1 3 同士を電気的に接続する配線部材などを

備えていてもよい。さらに、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3

は、複数の太陽電池セル 8 を電気的に接続するための配線部材などを備えて

いてもよい。

[0057] 本実施の形態においては、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3

はそれぞれ図4 の紙面の表面側および/ または裏面側に伸びる帯状に形成さ

れている。 したがって、図4 の紙面の法線方向に沿って、 n 型用配線部材 1

の表面が n 型用電極 6 の表面を覆う導電性材料からなる被覆層 6 6 の表面

と向かい合っているとともに、 p 型用配線部材 1 3 の表面が p 型用電極 7 の

表面を覆う導電性材料からなる被覆層 6 7 の表面と向かい合つている。

[0058] n 型用配線部材 1 2 の幅 D 1 は n 型用電極 6 の幅 d よりも広 くなつてい

るとともに、 p 型用配線部材 1 3 の幅 D 2 は p 型用電極 7 の幅 d 2 よりも広

くなつている。なお、 n 型用電極 6 の幅 d 1、 p 型用電極 7 の幅 d 2 、 n 型

用配線部材 1 2 の幅 D 1 および p 型用配線部材 1 3 の幅 D 2 は、それぞれ、

伸長方向 （図4 の紙面の法線方向）に直交する方向 （図4 の紙面の左右方向

) の長さに相当する。



[0059] n 型用電極 6 の幅 d 1 および p 型用電極 7 の幅 d 2 は、それぞれ、たとえ

ば 1 0 O m以上 3 0 O m以下 とすることができる。 また、 n 型用電極 6

の厚 さおよび P型用電極 7 の厚 さは、それぞれ、たとえば 5 m以上 1 5

m以下 とすることができる。なお、 n 型用電極 6 の幅 d 1 および p 型用電極

7 の幅 d 2 はそれぞれ必ず しも同一の値である必要はな く、 n 型用電極 6 の

厚 さおよび P型用電極 7 の厚 さもそれぞれ必ず しも同一の値である必要はな

い。

[0060] n 型用配線部材 1 2 の幅 D 1 および p 型用配線部材 1 3 の幅 D 2 は、それ

ぞれ、たとえば 3 0 0 m以上 6 0 0 m以下 とすることができる。 また、

n 型用配線部材 1 2 の厚 さおよび p 型用配線部材 1 3 の厚 さは、たとえば 1

0 m以上 5 0 m以下 とすることができる。なお、 n 型用配線部材 1 2 の

幅 D および p 型用配線部材 1 3 の幅 D 2 はそれぞれ必ず しも同一の値であ

る必要はな く、 n 型用配線部材 1 2 の厚 さおよび p 型用配線部材 1 3 の厚 さ

もそれぞれ必ず しも同一の値である必要はない。

[0061 ] 次 に、 n 型用配線部材 1 2 の表面に接するように n 型用電極 6 の表面を覆

う被覆層 6 6 を設置 し、 p 型用配線部材 1 3 の表面に接するように p 型用電

極 7 の表面を覆 う被覆層 6 7 を設置する。その後、被覆層 6 6 ， 6 7 をそれ

ぞれ加熱 して溶融 させた後 に固化させる。 これにより、被覆層 6 6 ， 6 7 が

一旦溶融状態 となって、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 のそ

れぞれの表面へ濡れ広が り、その後、たとえば冷却等によって濡れ広がった

形状で固まる。そ して、図 4 ( b ) に示すように、濡れ広がった形状で固化

した被覆層 6 6 ， 6 7 によって、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 がそれぞ

れ n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 と接合 して電気的な接続が

形成 される。以上により、実施の形態 2 の配線付 き太陽電池セルを製造する

ことができる。

[0062] 上述 したように、 n 型用配線部材 1 2 の幅 D 1 は n 型用電極 6 の幅 d よ

りも広 くなつているとともに、 P型用配線部材 1 3 の幅 D 2 は p 型用電極 7

の幅 d 2 よ りも広 くなつている。そのため、溶融状態の被覆層 6 6 ， 6 7 が



n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 のそれぞれの表面で十分に濡

れ広がるため、固化後の被覆層 6 6 ， 6 7 が n 型用電極 6 および p 型用電極

7 のそれぞれの表面を覆うことができる。

[0063] すなわち、被覆層 6 6 ， 6 7 は加熱によって溶融するろう材または導電性

接着剤からなることが好ましい。特に、 n 型用電極 6 と n 型用配線部材 1 2

との電気的な接続および P型用電極 7 と p 型用配線部材 1 3 との電気的な接

続を図る観点からは、被覆層 6 6 ， 6 7 が導電性材料からなることが好まし

し、。また、ろう材または導電性接着材からなる被覆層 6 6 ， 6 7 の融点は、

電極 （n 型用電極 6 、 p 型用電極 7 ) の融点および配線部材 （n 型用配線部

材 1 2 、 型用配線部材 1 3 ) の融点よりも低いことが好ましい。この場合

には、電極や配線部材の形状を変化させることなく、被覆層 6 6 ， 6 7 を溶

融させることができるため、被覆層 6 6 ， 6 7 が電極や配線部材の表面を容

易に覆うことができる傾向にある。

[0064] また、電極 （n 型用電極 6 、 p 型用電極 7 ) を構成する金属材料が銀であ

る場合には、被覆層 6 6 ， 6 7 としては、錫合金である半田を用いることが

好ましい。この場合には、被覆層 6 6 ， 6 7 が導電性材料からなることによ

る上記の効果に加えて、電極と配線部材との接続部分における電圧降下を低

減することができるため、配線付き太陽電池セルの出力電力を向上すること

ができる。

[0065] なお、上記においては、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれの表

面上に被覆層 6 6 および被覆層 6 7 が設置された実施の形態 1 の太陽電池セ

ル 8 を用いた場合について説明 したが、被覆層 6 6 および被覆層 6 7 は、配

線部材 （n 型用配線部材 1 2 、 p 型用配線部材 1 3 ) の表面のみに設置 して

もよく、電極 （n 型用電極 6 、 p 型用電極 7 ) および配線部材 （n 型用配線

部材 1 2 、 p 型用配線部材 1 3 ) のそれぞれの表面に設置 してもよい。また

、被覆層 6 6 および被覆層 6 7 は、電極 （n 型用電極 6 、 p 型用電極 7 ) の

表面に限らず、電極の側面や電極近傍の半導体基板 1 の裏面上に設置されて

もよい。



[0066] また、上記においては、実施の形態 1の太陽電池セル 8 を用いた場合につ

いて説明したが、実施の形態 2 の配線付き太陽電池セルは、電極および配線

部材の少なくとも一方に電極を構成する金属材料よりもイオンマイグレーシ

ョンが起こり難い材料からなる被覆部材を設置する工程と、被覆部材を加熱

して溶融させた後に固化することによって形成された被覆層で電極の表面を

覆うとともに電極と配線部材とを電気的に接続する工程と、を含む方法によ

つても作製することができる。なお、被覆部材は、加熱による溶融によって

、配線部材の表面に濡れ広がつた後に固化することで電極表面を覆う被覆層

となる。

[0067] 被覆部材が加熱による溶融によって配線部材表面に濡れ広がることで電極

表面を覆う被覆層を形成することができれば、電極表面に被覆部材を設置す

ることなく、たとえば電極の側部にのみ被覆部材を設置することができる。

これにより、被覆部材が絶縁性材料からなる、若しくは電気抵抗が高いなど

の理由で、電極を配線部材に直接接触させる必要がある場合でも、被覆層を

設置することが可能となる。

[0068] ここで、被覆部材は、電極を構成する金属材料および配線部材の融点より

も低い融点を有するろう材または導電性接着材からなることが好ましい。ま

た、ろう材または導電性接着材からなる被覆部材の融点は、電極 （n型用電

極 6 、 p型用電極 7 ) の融点および配線部材 （n型用配線部材 1 2 、 p型用

配線部材 1 3 ) の融点よりも低いことが好ましい。この場合には、電極や配

線部材の形状を変化させることなく、被覆部材を溶融させることができるた

め、被覆部材が電極や配線部材の表面を容易に覆うことができる傾向にある

[0069] また、当該方法においても、配線部材の幅は電極の幅よりも広いことが好

ましい。この場合には、被覆部材の加熱による溶融によって被覆部材が配線

部材の表面からはみ出すことなく電極の表面を覆うようにすることができる

傾向が大きくなる。

[0070] その後、たとえば図 5 の模式的断面図に示すように、透明基板 1 7 と裏面



保護材 1 9 との間の封止材 1 8 中に実施の形態 2 の配線付き太陽電池セルを

封止することによって、実施の形態 2 の太陽電池モジュールを作製すること

ができる。

[0071 ] ここで、透明基板 1 7 としては、たとえばガラス基板などの太陽電池モジ

ユールに入射する光を透過させることが可能な基板を用いることができる。

封止材 1 8 としては、たとえばエチレンビニルアセテー トなどの太陽電池モ

ジユールに入射する光を透過させることが可能な樹脂などを用いることがで

きる。裏面保護材 1 9 としては、たとえばポリエステルフイルムなどの配線

付き太陽電池セルの保護が可能な部材などを用いることができる。

[0072] 図 6 に実施の形態 2 の配線付き太陽電池セルの変形例の模式的な断面図を

示 し、図 7 に実施の形態 2 の太陽電池モジュールの変形例の模式的な断面図

を示す。図 6 に示される配線付き太陽電池セルおよび図 7 に示される太陽電

池モジュールにおいては、絶縁性基材 1 1 の表面上に n 型用配線部材 1 2 お

よび P型用配線部材 1 3 が設置されている配線シ一 卜1 0 を用いて複数の太

陽電池セル 8 が電気的に直列に接続されている点に特徴がある。このような

配線シ一 卜1 0 を用いた場合には、多数の電極と配線部材との電気的な接続

を容易かつ確実に行なうことができる点で好適である。

[0073] 以下、図 8 ( a ) 〜図 8 ( d ) の模式的断面図を参照 して、配線シ一 卜1

0 の製造方法の一例について説明する。

[0074] まず、図 8 ( a ) に示すように、絶縁性基材 1 1 の表面上に導電性材料か

らなる導電層 4 を形成する。

[0075] ここで、絶縁性基材 1 1 としては、たとえば、ポリエステル、ポリエチレ

ンナフタレ一 卜またはポリィミドなどの樹脂からなる基板を用いることがで

きるが、これに限定されるものではない。絶縁性基材 1 1 の厚さは、たとえ

ば 1 0 m以上 2 0 0 m以下とすることができる。

[0076] 次に、図 8 ( b ) に示すように、絶縁性基材 1 1 の表面の導電層 4 1上に

レジス 卜4 2 を形成する。

[0077] ここで、レジス 卜4 2 は、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3



などの配線シー 卜1 0 の配線部材を残す箇所以外の箇所に開口部を有する形

状に形成される。レジス 卜4 2 としてはたとえば従来から公知のものを用い

ることができ、たとえば、スクリーン印刷、デイスペンザ塗布またはインク

ジェット塗布などの方法によって所定の位置に塗布された樹脂を硬化 したも

のなどを用いることができる。

[0078] 次に、図 8 ( c ) に示すように、レジス 卜4 2 から露出している箇所の導

電層 4 を矢印 4 3 の方向に除去することによって導電層 4 のパターン二

ングを行ない、導電層 4 の残部から n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線

部材 1 3 などの配線シ一 卜1 0 の配線部材を形成する。

[0079] ここで、導電層 4 1 の除去は、たとえば、酸やアルカリの溶液を用いたゥ

エツ卜エツチングなどによって行なうことができる。

[0080] 次に、図 8 ( d ) に示すように、 n 型用配線部材 1 2 の表面および p 型用

配線部材 1 3 の表面からレジス 卜4 2 をすベて除去する。これにより、 n 型

用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 が絶縁性基材 1 1上に形成された

配線シー ト1 0 が作製される。絶縁性基材 1 1上に形成される配線部材とし

ては、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 以外にも、たとえば、

複数の n 型用配線部材 1 2 同士を電気的に接続する配線部材、複数の p 型用

配線部材 1 3 同士を電気的に接続する配線部材、および複数の太陽電池セル

8 を電気的に接続するための配線部材などが形成されてもよい。

[0081 ] 図 9 に実施の形態 2 の配線付き太陽電池セルのさらに他の変形例の模式的

な断面図を示 し、図 1 0 に実施の形態 2 の太陽電池モジュールのさらに他の

変形例の模式的な断面図を示す。図 9 に示される配線付き太陽電池セルおよ

び図 1 0 に示される太陽電池モジュールにおいては、基板 1 と絶縁性基材 1

との間に絶縁性材料 1 6 が配置されており、太陽電池セル 8 と配線シ一 卜

0 とが絶縁性材料 1 6 によって接合されている点に特徴がある。

[0082] ここで、絶縁性材料 1 6 としては絶縁性の材料であれば特に限定されず、

たとえば樹脂成分として、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、またはエポキシ樹

脂とァクリル樹脂との混合樹脂のいずれかを含む電気的に絶縁性の熱硬化性



および/ または光硬化性の樹脂組成物などを用いることができる。また、絶

縁性材料 1 6 は、樹脂成分以外の成分として、たとえば硬化剤などの従来か

ら公知の添加剤を 1種類以上含んでいてもよい。

[0083] 絶縁性材料 1 6 としてはイオンマイグレーションを促進するハロゲンィ才

ンの含有量が低い絶縁性材料などのイオンマイグレーションにより析出した

金属イオンの侵入を妨げる材料を用いることが好ましい。この場合には、ィ

オンマイグレーションに起因する配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モジ

ユールの特性の低下を安定 して抑制することができる。

[0084] また、絶縁性材料 1 6 としては絶縁性の接着材を用いることが好ましい。

この場合には、太陽電池セル 8 と配線シ一 卜1 0 とを絶縁性材料 1 6 によつ

てより強固に接着することができるため、配線付き太陽電池セルおよび太陽

電池モジュールの機械的強度を向上させることができるとともに、 n 型用電

極 6 と p 型用電極 7 との間の領域への水分の浸入も抑制することができるた

め、イオンマイグレーシヨンの発生をさらに抑制することができる傾向が大

きくなる。

[0085] なお、図 9 に示される配線付き太陽電池セルおよび図 1 0 に示される太陽

電池モジュールは、それぞれ、太陽電池セル 8 および配線シ一 卜1 0 の少な

くとも一方に絶縁性材料 1 6 を塗布 した後に太陽電池セル 8 と配線シ一 卜1

0 とを貼 り合わせることによって作製可能である。

[0086] 以上のように、図4 〜図 7 および図 9 〜図 1 0 に示される実施の形態 2 の

配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モジュ一ルにおいても、 n 型用電極 6

の表面が n 型用電極 6 を構成する金属材料よりもイオンマイグレーションが

起こり難い材料から構成された被覆層 6 6 によって覆われており、 p 型用電

極 7 の表面が p 型用電極 7 を構成する金属材料よりもイオンマイグレーショ

ンが起こり難い材料から構成された被覆層 6 7 によって覆われている。その

ため、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれの表面からイオンマイグ

レ一シヨンに起因 して生成される針状物質による n 型用電極 6 と p 型用電極

7 との間の電気的な短絡の発生等による特性の低下を抑制することができる



[0087] また、図4 〜図 7 および図 9 〜図 1 0 に示される実施の形態 2 の配線付き

太陽電池セルおよび太陽電池モジュールにおいては、 n 型用電極 6 と p 型用

電極 7 とが隣り合って配置されており、被覆層 6 6 が n 型用電極 6 の p 型用

電極 7 と隣り合う表面の少なくとも一部を覆っており、被覆層 6 7 が p 型用

電極 7 の n 型用電極 6 と隣り合う表面の少なくとも一部を覆っていることが

好ましい。この場合には、 n 型用電極 6 および p 型用電極 7 のそれぞれの表

面のうち、 n 型用電極 6 と p 型用電極 7 との間の距離が短 くなる部分に対応

する表面の少なくとも一部がそれぞれ被覆層 6 6 ， 6 7 で覆われる傾向にあ

る。そのため、イオンマイグレーションに起因 して生成される針状物質によ

る n 型用電極 6 と p 型用電極 7 との間の電気的な短絡の発生等による特性の

低下を抑制することができる傾向が大きくなる。

[0088] 本実施の形態における上記以外の説明は実施の形態 1 と同様であるため、

その説明についてはここでは省略する。

[0089] < 実施の形態 3 >

図 1 1 に本発明の配線付き太陽電池セルのさらに他の一例である実施の形

態 3 の配線付き太陽電池セルの模式的な断面図を示 し、図 1 2 に本発明の太

陽電池モジュ一ルのさらに他の一例である実施の形態 3 の太陽電池モジュ一

ルの模式的な断面図を示す。

[0090] 実施の形態 3 の配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モジュールにおいて

は、 n 型用電極 6 と n 型用配線部材 1 2 とが向かい合って配置されるととも

に、 P型用電極 7 と p 型用配線部材 1 3 とが向かい合って配置されている。

そして、 n 型用配線部材 1 2 と p 型用配線部材 1 3 とが隣り合って配置され

ており、被覆層 6 6 は、 n 型用電極 6 に接続 している n 型用配線部材 1 2 の

表面の P型用配線部材 1 3 と隣り合う側の端部における角部 1 2 b の一部を

覆っており、被覆層 6 7 は、 p 型用電極 7 に接続 している p 型用配線部材 1

3 の表面の n 型用配線部材 1 2 と隣り合う側の端部における角部 1 3 b の一

部を覆っている。



[0091 ] ここで、角部とは、いわゆる頂角だけでなく、面を折り曲げてできるいわ

ゆる辺の部分も含まれる。図 1 1 に示す例においては、 n 型用配線部材 1 2

の角部 1 2 b は、 n 型用電極 6 と対向する n 型用配線部材 1 2 の表面と、 p

型用配線部材 1 3 と対向する n 型用配線部材 1 2 の側面 1 2 a と、の交線に

相当する。また、 P型用配線部材 1 3 の角部 1 3 b は、 p 型用電極 7 と対向

する P型用配線部材 1 3 の表面と、 n 型用配線部材 1 2 と対向する p 型用配

線部材 1 3 の側面 1 3 a と、の交線に相当する。

[0092] 図 1 3 に本発明の配線付き太陽電池セルのさらに他の一例である実施の形

態 3 の配線付き太陽電池セルの変形例の模式的な断面図を示 し、図 1 4 に本

発明の太陽電池モジュールのさらに他の一例である実施の形態 3 の太陽電池

モジュールの変形例の模式的な断面図を示す。

[0093] 実施の形態 3 の配線付き太陽電池セルの変形例および太陽電池モジュール

の変形例においても、 n 型用配線部材 1 2 と p 型用配線部材 1 3 とが隣り合

つて配置されており、被覆層 6 6 は、 n 型用電極 6 に接続 している n 型用配

線部材 1 2 の表面の p 型用配線部材 1 3 と隣り合う側の端部における角部 1

2 b の全部を覆っており、被覆層 6 7 は、 p 型用電極 7 に接続 している p 型

用配線部材 1 3 の表面の n 型用配線部材 1 2 と隣り合う側の端部における角

部 1 3 b の全部を覆っている。

[0094] 一般的に、 2 つの平面の間に発生している電界においては、角部に電界が

集中して電界強度が大きくなることが知られているが、本実施の形態のよう

に、導電性材料からなる被覆層 6 6 ，6 7 で n 型用配線部材 1 2 および p 型

用配線部材 1 3 の角部 1 2 b ， 3 b の電界への露出を抑えることによって

n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 のそれぞれの角部 1 2 b ，

3 b においてイオンマイグレーションが促進されるのを抑制することができ

る。

[0095] そのため、図 1 1 〜図 1 4 に示す配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モ

ジユールにおいては、 n 型用配線部材 1 2 および p 型用配線部材 1 3 のそれ

ぞれにおけるイオンマイグレーションの発生を抑制することができるため、



イオンマイグレーションに起因する配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モ

ジュ一ルの特性の低下を抑制することができる。

[0096] 被覆層 6 6 は、 n型用配線部材 1 2 を構成する材料よりもイオンマイダレ

—シヨンが起こり難い材料から構成されていることが好ましい。この場合に

は、 n型用配線部材 1 2 の被覆層 6 6 との接触部分におけるイオンマイダレ

—ションの発生をさらに抑制することができることから、イオンマイグレー

ションに起因する配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モジュールの特性の

低下を安定して抑制することができる傾向が大きくなる。

[0097] 被覆層 6 7 は、 p型用配線部材 1 3 を構成する材料よりもイオンマイダレ

—シヨンが起こり難い材料から構成されていることが好ましい。この場合に

は、 P型用配線部材 1 3 の被覆層 6 7 との接触部分におけるイオンマイダレ

—ションの発生を抑制することができることから、イオンマイグレーション

に起因する配線付き太陽電池セルおよび太陽電池モジュ一ルの特性の低下を

安定して抑制することができる傾向が大きくなる。

[0098] 本実施の形態における上記以外の説明は実施の形態 1および実施の形態 2

と同様であるため、ここではその説明については省略する。

[0099] 今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものでは

ないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて請求

の範囲によって示され、請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての

変更が含まれることが意図される。

産業上の利用可能性

[01 00] 本発明は、太陽電池セル、配線付き太陽電池セル、太陽電池モジュールお

よび配線付き太陽電池セルの製造方法に利用することができる。

符号の説明
[01 0 1 ] 基板、 1 a スライスダメージ、 2 n型不純物拡散領域、 3 p型

不純物拡散領域、 5 反射防止膜、 6 n型用電極、 7 p型用電極、 8

太陽電池セル、 1 0 配線シ一卜、 1 1 絶縁性基材、 1 2 n型用配線部

材、 1 3 p型用配線部材、 1 2 a ， 1 3 a 側面、 1 2 b ， 1 3 b 角部



絶縁性材料、 1 7 透明基板、 1 8 封止材、 1 9 裏面保護材、

導電層、 4 2 レジ ス 卜、 4 3 矢印、 6 6 ， 6 7 被覆層。



請求の範囲

基板 （1 ) と、

前記基板 （1 ) の一方の面側 に設 け られた第 1 の電極 （6 ， 7 ) と

前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) の表面 を覆 う第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7

) と、 を備 え、

前記第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) を

構成する金属材料 よ りもイオ ンマイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料か

らなる、太陽電池セル （8 ) 。

前記第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) が導電性材料か らなる、請求項 1

に記載の太陽電池セル （8 ) 。

前記太陽電池セル （8 ) は裏面電極型太陽電池セルである、請求項

または 2 に記載の太陽電池セル （8 ) 。

前記基板 （1 ) の一方の面側 に設 け られた第 2 の電極 （6 ， 7 ) と

前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) の表面 を覆 う第 2 の被覆層 （6 6 ， 6 7

) と、 をさ らに備 え、

前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) は前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) とは異なる

極性の電極 であ り、

前記第 2 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) を

構成する金属材料 よ りもイオ ンマイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料か

らなる、請求項 1 か ら3 のいずれかに記載の太陽電池セル （8 ) 。

前記第 2 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) が導電性材料か らなる、請求項 4

に記載の太陽電池セル （8 ) 。

基板 （1 ) と、

前記基板 （1 ) の一方の面側 に設 け られた第 1 の電極 （6 ， 7 ) と

を備 えた太陽電池セル （8 ) と、

前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) に電気的に接続 されている第 1 の配線部



材 （1 2 ， 1 3 ) と、

前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) の表面の少な くとも一部 を覆 う第 1 の被

覆層 （6 6 ， 6 7 ) と、 を備 え、

前記第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) を

構成する金属材料 よ りもイオ ンマイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料か

らな り、

前記第 1 の配線部材 （1 2 ， 1 3 ) の幅が前記第 1 の電極 （6 ， 7

) の幅 よ りも広い、配線付 き太陽電池セル。

[ 請求項7] 基板 （1 ) と、

前記基板 （1 ) の一方の面側 に設 け られた第 1 の電極 （6 ， 7 ) と

前記基板 （1 ) の一方の面側 に設 け られた、前記第 1 の電極 （6 ，

7 ) とは異なる極性の第 2 の電極 （6 ， 7 ) と、 を備 えた太陽電池セ

ル （8 ) と、

前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) に電気的に接続 されている第 1 の配線部

材 （1 2 ， 1 3 ) と、

前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) に電気的に接続 されている第 2 の配線部

材 （1 2 ， 1 3 ) と、

前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) の表面の少な くとも一部 を覆 う第 1 の被

覆層 （6 6 ， 6 7 ) と、

前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) の表面の少な くとも一部 を覆 う第 2 の被

覆層 （6 6 ， 6 7 ) と、 を備 え、

前記第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) を

構成する金属材料 よ りもイオ ンマイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料か

らな り、

前記第 2 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) を

構成する金属材料 よ りもイオ ンマイグ レーシ ョンが起 こり難 い材料か

らな り、



前記第 1 の配線部材 （1 2 ， 1 3 ) の幅 は前記第 1 の電極 （6 ， 7

) の幅 よ りも広 く、

前記第 2 の配線部材 （1 2 ， 1 3 ) の幅 は前記第 2 の電極 （6 ， 7

) の幅 よ りも広い、配線付 き太陽電池セル。

[ 請求項8] 前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) と前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) とが隣 り合

つて配置 されてお り、

前記第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) の

前記第 2 の電極 （6 ， 7 ) と隣 り合 う側の表面の少な くとも一部 を覆

つている、請求項 7 に記載の配線付 き太陽電池セル。

[ 請求項 9] 前記第 1 の配線部材 （1 2 ， 1 3 ) と前記第 2 の配線部材 （1 2 ，

3 ) とが隣 り合 って配置 されてお り、

前記第 1 の被覆層 （6 6 ， 6 7 ) は、前記第 1 の電極 （6 ， 7 ) に

接続 している前記第 1 の配線部材 （1 2 ， 3 ) の表面の前記第 2 の

配線部材 （1 2 ， 3 ) と隣 り合 う側の端部 （1 2 a ， 1 3 a ) にお

ける角部 （1 2 b ， 1 3 b ) の少な くとも一部 を覆 っている、請求項

8 に記載の配線付 き太陽電池セル。

[ 請求項 10] 請求項 6 か ら 9 のいずれかに記載の配線付 き太陽電池セル を含む、

太陽電池モジュール。

[ 請求項 11] 基板 （1 ) の一方の面側 に電極 （6 ， 7 ) が配置 されている太陽電

池セル （8 ) と、配線部材 （1 2 ， 1 3 ) とを備 えた配線付 き太陽電

池セル を製造する方法であ って、

前記電極 （6 ， 7 ) および前記配線部材 （1 2 ， 1 3 ) の少な くと

も一方 に前記電極 （6 ， 7 ) を構成する金属材料 よ りもイオ ンマイグ

レ一シ ヨンが起 こり難 い材料か らなる被覆部材 を設置する工程 と、

前記被覆部材 を加熱 して溶融 させた後 に固化することによって形成

された被覆層 （6 6 ， 6 7 ) で前記電極 （6 ， 7 ) の表面 を覆 うとと

もに前記電極 （6 ， 7 ) と前記配線部材 （1 2 ， 1 3 ) とを電気的に

接続する工程 と、 を含む、配線付 き太陽電池セルの製造方法。



[ 請求項 12] 前記被覆部材は、前記電極 （6 ， 7 ) を構成する金属材料および前

記配線部材 （1 2 ， 1 3 ) の融点よ りも低 い融点を有するろう材 また

は導電性接着材か らなる、請求項 1 1 に記載の配線付 き太陽電池セル

の製造方法。

[ 請求項 13] 前記配線部材 （1 2 ， 1 3 ) の幅 は前記電極 （6 ， 7 ) の幅 よ りも

広い、請求項 1 1 または 1 2 に記載の配線付 き太陽電池セルの製造方

法。
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